
令和７年度（２０２５年度）熊本県地域未来投資促進事業 

（くまもと県南フードバレー地域農産物活用拠点強化事業） 

補助金第２次募集公募要領 

１ 趣旨                                              

 熊本県では、「熊本県地域未来投資促進基本計画」及び「第２期熊本県地域未来投資促進基本計画」（以下、

「基本計画」という。）の趣旨に基づき、地域の中核企業が行う地域経済牽引事業を支援している。 

 本事業は、地域経済牽引事業のなかでも、本県の地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、事業の実施

主体である事業者のみならず地域の事業者に対し高い経済的波及効果を及ぼすことにより地域経済を牽引し、

他の事業者のモデルケースとなりうる先進性の高い取組みを重点的に支援する。これにより、令和２年７月豪

雨からの創造的復興の足がかりとし、ひいては持続的な地域経済の発展を目指す。 

 

２ 補助対象事業                                          

 以下に該当する対象事業について募集する。 

 なお、本事業は、基本計画に掲げる地域の特性及びその活用戦略に対応するものとし、あらかじめ本県又は

経済産業省から承認を受けた（又は提出した）地域経済牽引事業計画に記載した「活用する地域の特性及びそ

の活用戦略」との整合性をとること。 

 また、補助対象事業は、地域経済牽引事業計画に基づき、くまもと県南フードバレー構想の推進エリア内 

（八代地域、水俣・芦北地域、人吉・球磨地域）で実施される取組みとする。 

〇熊本県地域未来投資基本計画 

対象事業 基本計画に掲げる地域の特性 

農林水産業分野 ① 本県の「くまもとの赤」等の特産物を活用した稼げる農林水産業分野 

〇第２期熊本県地域未来投資基本計画 

対象事業 基本計画に掲げる地域の特性 

農林水産業分野 ① 「くまもとの赤」等の特産物を活用した稼げる農林水産業分野 

 

３ 補助対象者                                           

（１） 地域経済牽引事業計画の承認を受けている者、又は令和７年（２０２５年）８月７日（木曜日）まで

に地域経済牽引事業計画の申請書を県又は経済産業省に提出し、交付決定日までに承認を得る見込み

である者。 

（２） 高い先進性を有する補助対象事業を実施すること 

※「先進性」とは、以下のいずれかの項目をいい、同業他社における当該商品、当該役務、当該方式

の普及状況を踏まえ、他の都道府県において既に相当程度普及している場合については、先進性は

認められないものとする。 

① 開発又は生産する商品の先進性 

② 開発又は提供する役務の先進性 

③ 商品の生産又は販売の方式の先進性 

④ 役務の提供の方式の先進性 



（３） 地域の事業者に対する相当の経済的波及効果を有する補助対象事業を実施すること 

※「経済的波及効果」とは、基本計画に定める促進区域内（以下、「域内」という。）において、次の

各号のいずれかが、３年以内で次条に掲げる補助金の交付対象経費（以下、「補助対象経費」という。）

の２倍程度増加することをいう。ただし、補助対象経費が第５に掲げる補助金の限度額の２倍を超

える場合は、当該２倍程度の額を補助対象経費とみなす。 

①  補助事業者及び補助事業者との取引がある域内の過半の事業者間の取引額の合計 

② 補助事業者及び補助事業者との取引がある域内の過半の事業者の売上額の合計 

③ 補助事業者及び補助事業者との取引がある域内の過半の事業者の給与支払額の合計 

 

４ 補助対象経費                                          

・補助対象経費は、補助対象事業の遂行に必要な以下に掲げる事業に要する額とし、令和８年（２０２６年）

２月１３日（金曜日）までに整備、導入、支払が完了するものに限る。 

（１）施設・設備等の整備・導入 

（２）機械・備品等の購入 

・以下の経費については、補助対象経費としない。 

（１）交付決定の日よりも前に発注、購入、契約等を実施したものに係る経費 

 （２）施設等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費、電話代等に要する経費 

 （３）商品券等の金券購入に係る経費 

 （４）雑誌定期購読料、新聞代に要する経費 

 （５）企業運営や施設運営に要する経費 

 （６）飲食に要する経費 

 （７）土地の取得、賃借及び補償に要する経費 

（８）車両の購入、修理、車検に要する経費 

（９）既存施設の取壊し及び撤去に係る経費 

（10）税務申告及び決算書の作成のために税理士、公認会計士等に支払う費用並びに訴訟等のための弁護士

費用 

 （11）振込手数料 

 （12）公租公課 

 （13）借入金等の支払利息及び遅延損害金 

 （14）汎用性があり、補助金の目的外使用になり得るパソコン、プリンタ等の購入に要する経費 

 （15）中古品の購入に要する経費 

 （16）その他、知事が不適当と認める経費 

 

５ 補助率及び予算額                                        

・補助率：２分の１以内 

・予算額：７４，５３３千円 

※予算の範囲内で内定額を割り当て（第１次募集分も含む）ますので、要望額どおりで採択されるとは限り

ません。 

 

 



 

６ 応募手続き                                           

・応募先  〒８６９－４２０１ 八代市鏡町鏡村３６３  

熊本県農業研究センターアグリシステム総合研究所アグリビジネスセンター 

・募集期間 令和７年（２０２５年）８月７日（木曜日）１７時まで（必着） 

・応募書類 

 ①交付要望書 

 ②直近２期分の決算書 

 ③企業概要（パンフレット等） 

 ④納税証明書及び未納の税額がないこと・滞納処分を受けたことがないことの証明書 

 ⑤県又は経済産業省に提出した地域経済牽引事業計画承認申請書の写し 

 ⑥県又は経済産業省から受領した承認通知書の写し（すでに承認を受けている場合に限る） 

 ⑦課税（免税）事業者届出書 

 ⑧積算の根拠が分かる資料(見積書等)、その他必要があれば事業内容説明のための参考資料等 

⑨実施主体が企業グループ又は任意団体の場合は、以下の資料 

参加企業等概要（参加企業等ごとに、所在地、代表者、資本金額、従業員数、生産品目・生産額、 

本事業における役割分担、企業略歴に係る資料。）  

 ⑩特産物の活用に関する資料 

・提出部数 ７部（各種書類における押印不要） 

 

７ 審 査                                            

応募のあった交付要望書は、熊本県地域未来投資促進事業補助金審査会設置・開催要領に基づき、審査

を行う。申請者は、審査会に出席のうえ事業内容を説明いただく。（各申請者 20分程度）。 

 

８ 補助事業の流れ                                         

 

（１）交付要望書の提出 

令和７年（２０２５年）８月７日（木曜日）１７時（必着） 

※あらかじめ、県又は経済産業省から地域経済牽引事業計画

の承認を受けるか、同計画を提出してください 

（２）審査会 

令和７年（２０２５年）８月２０日（水曜日） 

※後日、申請者へ審査開始時刻を個別にお知らせします。 

※災害その他やむを得ない事情等により審査会の日程を変更

する場合があります。 

（３）内定（採択・不採択の通知） 令和７年（２０２５年）９月上旬頃（予定） 

（４）交付申請書提出 令和７年（２０２５年）９月中旬頃（予定） 

（５）交付決定（事業開始） 令和７年（２０２５年）１０月上旬頃（予定） 

（６）実績報告（事業完了） 令和８年（２０２６年）２月１３日（金曜日）まで 

（７）補助金支払い 令和８年（２０２６年）３月頃 

 

 



 

９ その他                                             

（１）次に該当するものは採択できません。 

 ・主要な部分を外注、委託するもの 

 ・事業の実施主体が実質的に申請事業者でないと認められるもの 

 ・国、都道府県等が実施する他の補助金、委託費を受給する事業と内容が重複するもの 

（２）要望書については、できるだけ具体的に記載してください。 

 

１０ お問い合わせ先                                         

   熊本県農業研究センターアグリシステム総合研究所アグリビジネス支援室 

   電話：０９６５－５２－０５００ 

   E-mail：noukensougou@pref.kumamoto.lg.jp 
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